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第 21 期第 31 回神奈川県内水面漁場管理委員会議事録 

 

日  時 令和５年９月 21 日（木）午後２時 00 分から午後３時 30 分 

 

場  所 神奈川県庁 新庁舎 ９階 「議会第８会議室」 

 

議  題 

１ 諮問事項 

（１）うなぎ稚魚漁業に係る制限措置及び申請期間の制定並びに許可の有効期間の短縮について 

         （資料１） 

 

２ 協議事項 

（１）全国内水面漁場管理委員会連合会 令和６年度中央省庁提案項目案等について  

                                 （資料２、資料２－１） 

（２）令和５年度全国水面漁場管理委員会連合会東日本ブロック協議会におけるブロック内照 

会・協議希望議題について                                          （資料５） 

（３）令和５年度全国水面漁場管理委員会連合会研修会の出席委員について           （資料３） 

                                 

３ 報告事項 

（１）全国内水面漁場管理委員会連合会令和５年度提案行動の結果について         （資料４） 

（２）共同漁業の免許及び遊漁規則の認可について           （資料６－１、資料６－２） 

（３）東京都内水面における共同漁業の免許について                     （資料７） 

（４）東京都内水面における第５種共同漁業権遊漁規則の認可について             （資料８） 

（５）山梨県内水面漁場計画の策定について                         （資料９） 

（６）道志川及び津久井湖における投網禁止に係る委員会指示の公報登載について   （資料 10） 

 

４ その他 

（１）令和５年 12 月の委員会開催日程について 

（２）その他 

 

 

出席者 

・委 員 漁業者委員  篠本 幸彦、萩原 季、平田 英二、細川 孝、本多 菊男 

      遊漁者委員  長塚 徳男、東 知憲 

学識経験委員 安藤 隆、井貫 晴介、津谷 信一郎 

・事務局        山本事務局長、荒井事務局長代理、竹村主事、 

・県水産課       石黒担当課長、照井 GL、相澤副技幹、菊池副技幹、中川技師 

            伊藤主事 
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議  事 

事）山本事務局長 それではこれより委員会を開催いたします。   

委員の皆様の出席状況について御報告いたします。本日は 10 名中 10 名の

委員の御出席をいただいており、漁業法第 145 条第 1項の規定を満たしてお

りますので、委員会が成立することを御報告申し上げます。それでは議長よ

ろしくお願いいたします。 

議  長 

（井貫会長） 

それではただいまから第 31 回の委員会を開会いたします。 

本日の議題ですが、諮問事項が１件、協議事項が３件、報告事項が６件と

その他となっております。 

それでは議事に入る前に、本日の議事録署名人を指名させていただきま

す。 

篠本委員、長塚委員、よろしくお願いいたします。 

両委員 （了  承） 

議  長 それでは議事に入ります。まず、諮問事項（１）の「うなぎ稚魚漁業に係

る制限措置及び申請期間の制定並びに許可の有効期間の短縮について」を議

題といたします。水産課から説明をお願いいたします。 

水）中川技師 【資料１に基づき説明】 

議  長 うなぎ稚魚漁業に係る制限措置及び申請期間の制定並びに許可の有効期間

の短縮について、水産課の説明がありましたが、御意見、御質問等ありまし

たらお願いいたします。 

安藤委員 説明でよくは聞き取れなかったところがあるのですけれど、許可の有効期

間。資料１の文書の表題にも、許可の有効期間の短縮についてと出てくるの

ですけれど、ここの許可の有効期間の短縮のところを、説明をもう１回お願

いできますか、申し訳ないですが。 

水）中川技師 許可の有効期間の短縮ですが、別紙の資料１を御覧いただいてもよろしい

でしょうか。 

別紙。横長のＡ４の資料で、本日机上配布した別紙で、一番右に許可の有

効期間が令和５年 12 月 16 日から令和６年４月 30 日までとなってございまし

て、この漁業許可は、漁業調整規則上は許可の有効期間が１か年となってい

るのですけれども、今回、漁業実態に合わせまして、漁業時期と合わせた有

効期間とさせていただいたということです。 

もし仮に、有効期間を調整規則のとおり１か年といたしますと、もしこの

漁業期間外に採捕人の方がしらすうなぎを取った場合、特定水産動植物採捕
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の違反にはならないのですけれども、許可内容違反という形で、長く取って

しまうと罰則も甘くなるといいますか、適用される罰則が少なくなる。ちょ

っと説明が難しいのですが、そういう理由から、許可有効期間を短くしてい

るということになります。 

議  長 よろしいですか。 

安藤委員 それは、法規則の上では問題ないのですね、許可の有効期間を短縮するこ

とについて。 

水）中川技師 はい、問題ありません。 

議  長 他に何かございますか。 

安藤委員 これ先ほどの別紙にも想定される人数ももう出ているのですけれど、この

許可が想定される漁協さんを通して、今年採捕申請をしたい人を、もうかな

り前から調査して、整理しているということですか。 

水）中川技師 もちろん過去の実態も鑑みてですけれども、漁業権者さん、漁協さんか

ら、これまで採捕人数の調整等は聞き取り等を行いまして、決めた人数とい

うことになります。 

安藤委員 今の別紙１をざっと見ていくと、ほぼ令和４年実績でやってあるのですけ

れど、操業区域５が１人減っていたり、ちょっと一番大きいのが、操業区域

11 で、15 人から８人に減っていたり、逆に操業区域 10 で、８人が 15 人に増

えていたりするので、かなりもう具体的に申請者を把握しているのかなとい

う気がしたのですが、そこまで詳細にもう既にやっているということでいい

ですね。 

水）中川技師 はい。そうです。 

そこまで漁協さんからの聞き取りで、具体的な数字というのはもう決めて

ございます。 

１点、今安藤委員からのお話で気付いたのですが、参考資料２の操業区域

10 と 11 の採捕実績が逆になっているので、資料の訂正をさせてください。 

参考資料２の、表です。操業区域 10 と 11、これの実績が入れ子になって

しまっていますので。 

議  長 実績が逆になっているのですね。区域そのものはあっている。 

水）中川技師 はい。 

議  長 他に何かありますか。 

ちょっとこの操業区域と、採捕区域のこの表がありますけど。この採捕区

域っていうのは、これまでの特採の区域だったということですか。これを統

合したということですか。操業区域で。 
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水）中川技師 そういうわけではないのですけれども、この参考資料３の裏についている

Ａ３の表については、基本的にこの操業区域というのが河川ごとにそれぞ

れ、大方の操業区域みたいなものが定まっておりまして、操業区域が幾つか

の採捕区域を合わせたものが操業区域として、それぞれ設定しておりますの

で。 

議  長 特別採捕許可の時からこういう形だということですか。 

水）中川技師 はい。こういった形で許可を出しております。 

議  長 他に何かございますか。 

萩原委員 資料１－１の許可の条件についての（キ）です。採捕の停止命令について

ということで、この 21.7 トンに達するおそれがあると、ここに達するおそれ

があるかないかの、いわゆる採捕量の確認は、どのようにされるのか。 

これはちゃんとしたその量を確認していかないと命令が出せませんよね。

その辺のところをちょっとお伺いしたいと思います。 

水）中川技師 国の方で、池入れ量が 21.7 トンに達する恐れがあるかどうか、ここの判断

というのは、採捕に基づく数量というよりは池入れに基づいた見込量という

ので、国が判断しているものなので、全国の養鰻業者がどのぐらい魚を入れ

たか。そこで、この 21.7 トンという数字を見ている。池がもうすぐ一杯にな

りますとなったときに、採捕停止命令がかかるということです。 

また、別途、採捕の報告については、月に１回、漁業の許可を受けた方か

ら採捕報告を行ってもらうことになっております。 

議  長 他に何か。 

安藤委員 今のところなのですけれど、「輸出向けの需要量が満たされたと判断され

た場合は」とあるのですけれど、ここはどうやってチェックしているのです

か。 

水）中川技師 国の方で、国際的に輸出量をカウントしているのだと思うのですけれど

も、そこは国の判断でということです。 

安藤委員 ということは、具体的にそこの 21.7 トンを超えても、その需要量がある限

りは、特に国は停止の命令を出さない。そこが何らかの量、数字は出てない

のですけど、満たされると、各県にやめるように指導しなさい、とくるわけ

ですよね。そのタイミングっていうのは、国が独自に判断するので、通知が

来るまでわからないということですか。 

水）中川技師 おっしゃるとおりです。 

安藤委員 採捕区域が 11 か所ありますよね。それで、その日の漁況を見ながら、今日

は、何の区域でやりたい、今日は風がこっち向きだから、こっちでやろうっ
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ていう人がいたとして、個人で何か所も申請できるのですか。 

水）中川技師 はい。個人が複数の許可をもらうことはできます。ただ、採捕報告につい

ては、基本的にはどこの許可に基づいて採捕したかというのを、しっかりし

ていただく必要がありますので、そこは許可申請者にきちんとしてもらうよ

うに指導する予定です。 

安藤委員 そうすると、ここの許可の実人数というのは、今の時点でももう合ってな

いということですね。実際は、だからこの許可個人への許可の本数より、採

捕漁業者の方が、数はおそらく少ない。 

水）中川技師 現在の特別採捕許可でも、そこは駄目ですよという話にはなってないので

すが、実態として複数の操業区域でやられているという話は、私の方では把

握していない、確認していないということです。 

安藤委員 というのは、話しが飛んで申し訳ないのですけれど、今までは特別採捕の

採捕従事者なので、漁業者ではなかったのですよね。それが今度、漁業者と

してというふうになっているので、この許可を受けた人は漁業統計上も漁業

者として、数が出てくるのかなという気がしたのですよ。その時にだぶって

いる、だぶってないが、その業者数の統計を出すときに、影響してくるのか

なって気がちょっとしたものですから。許可の内容とはちょっと別の話で申

し訳ないのですけど。 

議  長 その辺何か情報ありますか。 

安藤委員 漁業者が増えるというのは、いいことですけれど、統計上の取扱いがどう

なのかなと思いまして。 

明確に漁業許可を受けて、漁業者という扱いになってしまうので、どうな

のかなと思いまして。 

今度の諮問事項の内容とは関係ないので、また分った時に教えていただけ

れば結構です。 

議  長 組合員資格が生じることはあり得るのですか。 

事）山本事務局長 それはないです。組合員は、水協法に基づいて行っていますので、組合に

よる審査なりを伴っておりますので、組合員の資格等、その漁業者である、

ないということの定義とは全く別物になります。 

議  長 操業日数にかかわらず、審査会で落としてしまいますということですね。 

事）山本事務局長 その本人が、例えばその組合の地区にいて、組合員になりたいという申請

をして、組合の方で審査をしてクリアできれば、組合員になることはできま

すけれども。 

萩原委員 今のお話は、個人に許可する場合に、漁協の組合員であることにはこだわ
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らないという話ですよね。 

事）山本事務局長 そうですね、これまで採捕人として組合員以外の方が採られていたもの

を、その人に対しての許可という形になりますので、組合員でない人がその

許可を持っているという実態が生じます。 

萩原委員 ただ、その漁協は間に入って、登録等について処理をしていくということ

ですよね。漁協の組合員でなくても、漁協が手続きをして認めていくと。 

事）山本事務局長 これまで例えば特別採捕で採捕人として扱っていた人を、形式上は同じよ

うに事務手続的+なことをしていただくと、ある程度そうしないと把握ができ

なくなってしまうということもありますので。許可を出しますので、そちら

では把握できるのですけど、自分たちの漁業権のエリアの中でどういう人た

ちが採捕しているのか、組合さんの方で把握ができなくなってしまうのでは

ないでしょうか。 

水）相澤副技幹 あと付け加えさせていただきますと、共同漁業権を含む範囲で採捕を行っ

ていただくことから、そこの共同漁業権の漁業権者である漁協さんの受忍を

受けて、同意を受けていることを前提にしてございます。 

漁協さんは、そちらの共同漁業権の漁場の管理という観点から、こちらの

方に携わっていただいているという考え方です。 

議  長 橋のところまで、海の共同漁業権の区域になっているということですね。 

水）中川技師 はい。そうです。この別紙の左側に書いてある採捕区域というのは、すべ

て海の漁業共同漁業権が含まれていることになります。 

議  長 他に何かございますか。 

安藤委員 今の点なのですけれど、共同漁業権の中に、うなぎの漁業はおそらく含ま

れてないと思うのですけれど、それでもそういう漁業調整上、あるいは漁場

の管理上の理由で、地先の漁業権を持っている漁協さんにお願いすることに

したというそういうことですか。 

水）中川技師 はい。おっしゃるとおりでして、これは他の刺し網ですとか、他の許可漁

業についても同様に許可申請の時には、共同漁業権者の同意書とか受忍を受

けていることを証明してもらうことになっていますので、そこは他の漁業と

同様に処理をしております。 

安藤委員 それと、今度は漁業になるので、どちらかに定款に入れると書いてあった

のですけれど、第５種の漁協は入っていると思うのでいいのですけれど、他

の組合さんは、もし組合で申請するとして、その定款の変更の手続きはもう

済んでいるのですか。 

水）中川技師 １件、組合の方で許可申請を行うという漁協さんがありますが、そこの漁
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協については、いま定款変更の手続きを進めているところで、自営事業とし

て、うなぎ稚魚漁業を行います、ということで定めるということでございま

す。 

安藤委員 逆に言うと、漁協として申請する気があるのは１か所だけということです

か。 

水）中川技師 本年度は１か所だけでして、場合によっては、他の漁協の方でも、自営事

業として位置付けたいという要望がありましたら、今後、そういった形に変

更するということは問題ないかと思います。 

安藤委員 今のことに関連してですけれど、一つの採捕の区域内に、今だいぶ漁協の

統合が進んでいるので、私ちょっとよくわからないのですけれど、何漁協か

ある場所もあるのですか。 

もしあるとして、その場合、複数の漁協が手を挙げようとした時は、この

位置に縛られますよね。その時は水産課で調整してどちらかにするという考

え方でいいのですか。今は１か所だから、競合はないと思うのですけれど

も。 

水）相澤副技幹 よろしいでしょうか。藤沢ですとか片瀬江ノ島あたりの漁協さんで、一つ

の共同漁業権の漁場の範囲を明記されている共同免許の区域もございます。 

そちらの漁協さん、複数ある漁協さんの許可範囲というのは、Ａ漁協さん

とＢ漁協さんがいれば、Ａ漁協さんＢ漁業さんが重複しているということで

同じ範囲の中でやっています。 

ですので、Ａ漁協さんで申請した人は、Ｂ漁協さんに申請していなくて

も、共第何号は全部使えるということになっているのですけれども、そこの

中の調整というのは、人数の総人数というところで調整していまして、Ａで

登録している採捕人でもＢで登録している採捕人でも同じ区域内で操業する

ということになっています。 

安藤委員 すみません、要するに一つの操業区域の中では、漁協さんに対しては一つ

の許可しか出さないということですね。今諮問されているルールでは。そう

すると共同で漁業権を持っている組合さんが二つあったとして、どちらかが

申請しますよね。 

そうすると、同じ区域の共同漁業権を共有している組合は、もう申請でき

ないというか、事前の調整はあるのでしょうけれど。片方が申請してしまう

と、もう片方は、今年はごめんなさいねということですよね。 

水）石黒担当課長 基本的には、まず制度上、今回諮問させていただいている内容をホームペ

ージで、誰でも申請できる形で、公示します。ですので、例えば一つの区域



8 

 

の中に、許可件数１と、今回別紙の資料の中で許可すべき数というものがあ

りますが、８とか 15 とかいろいろありまして、そこに例えば１とやった場合

１人、１件だけが許可できる数だと。逆に申請は何件してもいいという状況

には基本的になります。ただ、今おっしゃったとおり、例えば２つの漁協さ

んが同じような操業区域の中で存在して、両方が漁協として操業したいとい

う場合は、当然事前に調整して、その中で、どういう件数があるのかという

実態を把握しながら、我々としては許可件数というのを定めますので、そこ

で、今回これを諮問するに当たっては当然漁業調整上支障ないという前提で

県としては諮問させていただいていますので、事前にそういったところと調

整しながら、実態といいいますか漁業調整に支障ない範囲で、例えば２つの

漁協が漁協としてやりたいというのであれば、２件という許可を設定して申

請してもらうという形になってきます。ですので、２件予定しているのに１

件しかやらないという場合は、事前に当然調整して、１件にしてください

と、我々としては、両者の見解を聞きながら、調整して実際に制限措置の許

可数を設定する。 

もちろん現実的に２件挙げてくる場合もありますけども、そういった時に

は当然優先順位を定めて、どちらを許可するかというのを判断するというよ

うな流れで、許認可していくという形になります。 

安藤委員 あくまでも想定なのですけれど、片方が申し出して、もう片方が駄目な場

合、そこの組合員さんは個人の漁業者として、組合ではなくて、個人の漁業

者としてその個人の方の申請をするのかなと思ったものですから。 

そういう考え方でもいいのですか。 

水）石黒担当課長 申請の中では個人とか漁協というのは、形式上出ておりません。 

安藤委員 でも何とか漁協さんから来るわけですよね。同じ採捕区域内の、もう一つ

の漁協の組合員さんは何か組合からは、申請しないと言われたから、私は個

人の採捕人として申請しようということはＯＫなわけですよね。 

水）石黒担当課長 申請することはＯＫになります。そこで数が定めた定数よりも多ければそ

こで初めて優先順位というのを定めて、どちらに許可するかっていうのを判

断する。 

議  長 漁業権者が受忍しますというのは、当然この数の中しか受忍しないという

前提なのでしょうね。 

水）相澤副技幹 そのとおりです。 

議  長 申請そのものができないはずです。 

水）相澤副技幹 申請していただく時に、そこの共同漁業権の漁業権者の受忍を受けている
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ということが前提になりますので。例えばその共第 10 号で、例えば藤沢市漁

協さんと江の島漁協さんが共同漁業権を免許されている時には、藤沢市漁協

さんが申請する場合でも、江の島漁協の受忍、同意書が必要ですし、その逆

も然りですので、そこの受忍というのが許可の条件になってございますの

で。 

先ほど御説明いたしましたとおり２つ申請するということを、諮問させて

いただくこともございますし、申請者が２漁協になることもございますし、

その場合は、双方を同意し合うという、そういった手続きになります。 

ですので、安藤委員が御心配されているような、個人として申請されると

いうことはその時点、そのことでは発生してこないのですけれども、仮に個

人で申請してきて手を挙げた場合でも、漁業権者さんの同意を得ているかど

うかというところが、審査基準といいますか、申請していただく資格のフィ

ルターになるということです。 

議  長 よろしいですか。 

それから、漁業者の数ですけれど、これは毎年公示すると思うのですが、

数は絶対増やさないとかそういう方針は全然ないわけですね。事前の調査の

結果に基づいて、増えたり減ったりするということでいいですか。 

水）相澤副技幹 今現在、これまで特別採捕で、登録していただいた数を基準にしています

ので、その数を基準にするということなのですけども。そこは、聞き取り調

査、実態調査等をこれから毎年しながら、実態に合わせて、決定させていた

だくという手続きになるかと思います。 

議  長 過去の採捕人数も増えたり減ったりしていますけれど、それと同じで、今

のところ、特段数を絞ろうということは考えていないということですね。 

水）相澤副技幹 今現在、資源管理上問題がないので、それでもって絞るということは考え

ていないです。 

水）石黒担当課長 採捕量については、池入れ量で制限されるので、そこで、ある意味、日本

全体の資源としては制限されているということです。実際に採捕人の数につ

いては、当然漁協さんの管理できる数というところで、その漁場の中の利用

とか含めて、毎年、漁協さんに実態調査をしながら、その中で増えたり行っ

たりというのは今後考えられるというところです。 

議  長 あともう一つ、この許可の有効期間とは別に、つまり 4月 30 日以降とか

12 月 16 日以前に、数は少なくてもしらすうなぎは、ちょこちょこっと遡上

していると思うのですけど。それを取ってしまうと、即、特定動物の採捕禁

止に引っかかる。許可なんかありえないということですか。 
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水）中川技師 はい。おっしゃるとおりでして、例えばうなぎ稚魚漁業の許可を持ってい

たとしても、この操業期間外、許可の有効期間外に取ってしまうと、特定水

産動植物採捕の違反になってしまうということでございます。 

議  長 数が少ないから商売になりえないということで、実態ではあまりないので

しょうけれど。 

他に何かございますか。 

安藤委員 内水面にちょっと関連するのでお聞きしたかったのですけど、資料１－１

の２ページ（４）の許可の条件のところなのですが、養殖用種苗以外の目的

での採捕禁止というのがありまして、放流用等その他を目的とした、採捕は

禁止となったのですけれど、これ第５種共同漁業権でうなぎを対象魚種に入

れているところで、うなぎ種苗の放流というのは今まで毎年放流の実績等で

あったのですけれど、ここには影響してこないですか。 

水）中川技師 採捕の目的として、あくまでその養殖用で採捕していただいたものを、例

えば養殖池入れの過程で、はじかれたものですとか、養殖には適さないと判

断されたものを放流用として放流するというのは、差し支えないとは考えて

いるところです。 

安藤委員 これだけ読むと、ちょっと心配だったのですけれど、例えば、仲買業者さ

んから今度漁協さんは、何としても小さいのを放流しようと、ある程度大き

いのはあまり増殖の役に立たないというデータも出てきているので、いわゆ

る小さいのを放流しようとなった時に、これに縛られると、仲買さんに声か

けるのか、一旦池入れした養鰻業者さんから買うのか、という辺りが大丈夫

なのかなという気がちょっとしたので。 

結局、今度放流実績が出てきたときに、どこから買ったのですかという話

になった時に、ちゃんと大丈夫にしておかないといけないのかなという気が

したものですから。 

大丈夫ということであれば、大丈夫です。 

水）中川技師 あくまで許可を受けた採捕人というのは、養殖用として仲買人対して出荷

しているというところで、そこで養殖用種苗の採捕という考え方かと思いま

す。 

議  長 他に何かございますか。 

安藤委員 今の話の関連で出てくるのですけど、仲買人というのが結構出ていますよ

ね。それについての位置付けというのが途中には出てくるのですけど、それ

で漁協に仲買人登録するとか、個人の場合は採捕人が仲買人登録するとなっ

ているのですけど、この仲買人自体と県の関係というのは、直では全く結び
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ついてこないのでしょうか。 

水）中川技師 おっしゃるとおりで、県と仲買人での直接のやりとりというのは発生しな

いということでございます。 

もちろん仲買人として、出荷先登録、あらかじめ申請者の方で指定した仲

買人については、きちんと法人であれば法人登録されているかどうか、その

辺りを見てはいますけれども、直接のやりとりというのは、このスキーム上

は発生してこないということでございます。 

安藤委員 実際に仲買人登録があるので、採捕許可した対象からは自分はどこに卸す

よというのが出てくるわけですね。だけれども、それはどこへ卸す、それで

はどこへおりるのだなという話は把握するけども、その仲買人さんの実態

は、県の方では把握のしようがないということですよね。 

水）中川技師 はい。現時点では、そういう形になりますが、令和７年度以降、流通適正

化法の方で、届出が必須になってきますので、令和７年度以降は、法律でし

っかり報告してもらうということにはなります。 

安藤委員 すみません、ちょっとそこのところをもちょっと知りたいのですけど、仲

買人さんが県に何らかの報告をする義務が７年度以降は発生するのですか。 

議  長 これは３ページの水産流通適正化法のところです。その中で、罰則につい

ての表の一番下ですか。 

水）中川技師 水産流通適正化法で種苗を取扱う事業者というのは、必ず届出をしていた

だくことになりますので、現在、先行してなまこですとかアワビとかを取扱

う事業者については、届出をしていただいている状況ですので、しらすうな

ぎについても同じように、仲買人やその採捕人についても、この届出の義務

の必要が出てくるところです。 

議  長 他に何かございますか。 

ないようでしたら、諮問事項の内容のとおり異議がない旨知事に答申する

ということでよろしいでしょうか。 

委員一同 （了 承） 

議  長 はい。ではそのように決定いたします。 

続きまして、協議事項（１）「全国内水面漁場管理委員会連合会令和６年

度中央省庁提案項目案等について」と報告事項（１）「全国内水面漁場管理

委員会連合会令和５年度提案行動結果について」は関連しておりますので、

一括して議題といたしますので、事務局から説明をお願いします。 

事）荒井代理 【資料２及び４に基づき説明】 

議  長 ただいま事務局から説明がありましたが、まず、令和６年度の提案項目案
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が事務局から、全国連合会から送付されております。内容的には結構、整理

統合、省略等をされて、努力の結果が見られるところです。これについて何

か意見を出すか出さないかということですが。 

事務局としてはどう考えておられますか。 

事）荒井代理 特にこちらとしましては原案のとおりでよろしいかと思います。 

議  長 意見を出さないということで、よろしいですか。 

安藤委員 少々気になるところがあって、全体をなかなか把握しきれないのですが、

たまたま目についたのが 16 ページの右端の提案素案です。修正案には内水面

漁業の魅力と書いてあるのですね。これちょっと私、魅力と言われてピンと

来なくて、回答の状況というところをさっと見てみたのですけれども、回答

に、内水面漁業の魅力についてというのは一切出てこないのですね。それで

考えたのですけれど、従来はそうだったと思うのですけれど、内水面漁業の

役割とか、果たす役割、増殖だとか、漁場環境の保全とか、ちょっと魅力と

は違うところだと思うのですけれど。その方が内水面漁業の位置付けがはっ

きりするような気がしたのですがいかがですか。 

議  長 これを令和５年度の提案で、内水面漁業の魅力というのを、２回ぐらい使

っている。 

一つの流行ではないかと思いますけども、省庁が遅れているのではないか

という気がします。 

特段なければ、これで意見なしということでよろしゅうございますか。 

委員一同 （了 承） 

議  長 それでは令和６年度提案項目案については、意見はないということで、ブ

ロック協議会の幹事県へ提出することといたします。 

では続きまして、資料２－１のアンケート調査、これは各漁協等からいた

だいて、集計したものですが。何か御意見、御質問等ありましたら。 

津谷委員 質問ですけれど、１ページの外来生物による被害報告となっているのです

けれども、神奈川県として、オオクチバスその他何件か出ているのですけれ

ど、具体的にどういう被害ですか。 

議  長 どなたか回答できますか。漁協さんからこういう被害が出ていますよ、と

いう回答があったということだと思うのですが。 

 魚ですと、アユとか食べられていると、そういったものですから。 

御説明できる方おられますか。 

水）相澤副技幹 実際に漁協さんの方は、外来魚の駆除等なさっている時に、胃内容物の調

査ですとかそういった調査もされているということを聞いておりますので、
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そこで食害の実態があるという、そういったことだと考えられます。 

津谷委員 具体的にこういうことがありましたという報告を受けるのですか、こうい

う被害ですと。 

水）相澤副技幹 県の方にこのような報告はいただいていないのですけれども、漁協さんが

おやりになっている調査ですとか、そういったような情報は耳にしておりま

す。その中で、食害がありますという、そういったことはお話伺っています

ので、そこから食害があったという実態があったという、そういったことを

我々も情報として知っているということです。 

議  長 よろしいですか。 

これカワウの場合は、その被害額が出ていますけれど。他のオオクチバス

などは被害額を出しようがないということなのですかね。全国的な話で。 

水）中川技師 カワウについては、ある程度、統計とか、実態として、何とか被害額まで

算定できるというところなのですけれども、外来魚については、なかなか定

量的な数字として、被害額の算定までは今ところはできてないというところ

でございます。 

議  長 他に何かありますか。 

毎年、やっている調査の取りまとめということですので、特段なければこ

の形でブロック協議会の幹事県へ提出ということでよろしいでしょうか。 

安藤委員 

 

質問ということじゃなくて、もし後ででもいいので、分かれば教えていた

だきたいのですけれど。 

カダヤシとか、アカミミガメとかアメリカザリガニの共同漁業に対する被

害はこういうものだ、というのがもし他県から出ていてわかれば、後でもい

いので教えていただきたいのですけど。 

そのあとのミズワタクチビルケイソウについては、おそらくアユのえさが

減ってしまうとか、そういう具体的な理由が挙げられるのかなと思うのです

けど、ちょっとカダヤシとかアカミミガメやザリガニについては、田んぼに

穴を開けるとか、イシガメが減ってしまうとかそういうのは思いつくのです

けど、どちらにしても、共同漁業権の対象でもないし、どういう理由を挙げ

てここに上げてきているのかというのが、もし後日でもどこかの県から情報

をもらえれば、ぜひ教えていただきたいなと思います。よろしくお願いしま

す。 

議  長 何か具体的な被害例等の資料があれば、次回にでも、お見せいただければ

と思います。 

 では、このアンケート調査については幹事県へこのまま提出するというこ
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とにしたいと思います。 

次に、協議事項（２）「令和５年度全国内水面漁場管理委員会連合会東日

本ブロック協議会におけるブロック内照会・協議希望議題について」を議題

としますので、事務局から説明をお願いします。 

事）荒井代理 【資料５に基づき説明】 

議  長 ブロック協議会で照会なり、協議希望議題というのがあるかないかという

ことです。ここのところずっと出しておりません。何か、年間の委員会の中

で、こういうのが他県の状況の照会とかしていただくという話が出ていれ

ば、それを年１回のブロック会議で出すということなのですが、特段そうい

った事項もなかったと思いますので、該当なしということでよろしゅうござ

いますか。 

委員一同 （了 承） 

議  長 では、そのようにブロックの幹事県に御報告いたします。 

では続きまして、協議事項（３）「令和５年度全国内水面漁場管理委員会

連合会研修会の出席委員について」を議題としますので、事務局から説明を

お願いします。 

事）荒井代理 【資料３に基づき説明】 

議  長 10 月４日に、資料にありますような内容のウェブ開催の研修会があるとい

うことですので、出席されたいという方いらっしゃいますか。 

委員一同 （協 議） 

議  長 東委員は自宅参加、私は会議室で参加、それから、長塚委員は改めて御連

絡をいただくこととしたいと思います。 

では続きまして報告事項（２）「共同漁業権の免許及び遊漁規則の認可に

ついて」です。 

水産課から説明をお願いします。 

水）中川技師 水産課から説明をさせていただきます。 

７月の委員会におきまして、共同漁業権の免許についてそして遊漁規則に

つきまして、諮問をさせていただきました。異議ない旨答申いただいており

ますが、諮問したとおりに、漁業権の免許と遊漁規則の認可について、いた

しましたので、ここで資料にて報告させていただきます。 

説明は以上になります。 

議  長 無事免許及び認可したということですが、何かございますか。よろしゅう

ございますね。 

委員一同 （了 承） 
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議  長 では続きまして、報告事項（３）「東京都内水面における共同漁業の免

許」と報告事項（４）「東京都内水面における第５種共同漁業権遊漁規則の

認可について」を一括して説明をお願いします。 

事）荒井代理 【資料７及び８に基づき説明】 

議  長 東京都の多摩川の共同漁業権の免許及び遊漁規則の認可について、よろし

ゅうございますか。 

委員一同 （了 承） 

議  長 では続きまして、報告事項（５）「山梨県内水面漁場計画の策定につい

て」です。事務局から説明をお願いします。 

事）荒井代理 【資料９に基づき説明】 

議  長 山梨県についても、漁場計画を策定したという報告でございます。 

この「オオクチバスに頼らない」の資料は、説明はしなくてもよろしいで

しょうか。 

事）荒井代理 そちらははい。 

議  長 山梨県としては、こう考えているようだということで、参考にお願いいた

します。 

特段、御意見、御質問等はないようですので報告事項ということで了承し

たいと思います。 

続いて、報告事項（６）「道志川及び津久井湖における投網禁止に係る委

員会指示の公報登載について」ですが、これは８月の委員会で決定された委

員会指示が公報登載されたということですので、報告を了承するということ

でよろしゅうございますね。 

委員一同 （了 承） 

議  長 ありがとうございます。以上で議題は終了しましたが、委員の皆様方から

何かございますか。 

水産課、事務局から何かありますか。 

それではこれで閉会といたします。次回は 10 月 18 日の水曜日 14 時から開

催となっております。 

  

 


